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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​1​ ​1​ ​1-1 計画の位置づ​

​けと目的​

​　このような中、温室効果ガス削減に向けた国際的枠組みであるパリ協定（​

​2-2-1②を参照）の発効以降、世界各国は脱炭素への取組を加速しています。​

​気候変動の緩和策として温室効果ガス排出量を削減することは、持続可能な社​

​会の実現に向けた喫緊の課題であり、その取組は国際的な潮流として急速に強​

​まっています。私たちは、この地球規模の課題に対し、温室効果ガスの削減を​

​推進し、​​持続可能な社会の実現に向けて​​積極的な行動をとる必要があります。​

​　このような中、温室効果ガス削減に向けた国際的枠組みであるパリ協定（​

​2-2-1②を参照）の発効以降、世界各国は脱炭素への取組を加速しています。​

​気候変動の緩和策として温室効果ガス排出量を削減することは、持続可能な社​

​会の実現に向けた喫緊の課題であり、その取組は国際的な潮流として急速に強​

​まっています。​​また、近年の地政学的リスクに伴う燃料の供給停滞や調達価格​

​の不安定化は、世界的な脱炭素への移行をさらに加速させる契機となっていま​

​す。​​私たちは、この地球規模の課題​​や不確実な世界情勢に対し、外部環境に左​

​右されない持続可能な社会の実現に向けて、​​温室効果ガスの排出削減を​​一層​​推​

​進し、積極的な行動をとる必要があります。​

​庁内意見​

​2​ ​1​ ​1-1 計画の位置づ​

​けと目的​

​　国​​で​​は、2050年カーボンニュートラル達成へ向け、経済成長や産業競争力の​

​強化を目指すGX​​（グリーントランスフォーメーション）​​の動きを推進してお​

​り、​​その核は、GX経済移行債を財源とする10年間で150兆円規模のGX投資促進​

​です。この投資を後押しするため、経済産業省は、排出量取引制度の詳細設計​

​に着手しました。これは「成長志向型カーボンプライシング」として、炭素価​

​格の段階的上昇を通じて早期の脱炭素投資を促し、競争優位性を確立する事業​

​環境整備​​を目指すものです。本市においても、経済的負担を抑えつつ戦略的な​

​気候変動対策を進める必要があります。​

​　国は、2050年カーボンニュートラル達成へ向け、経済成長や産業競争力の強​

​化を目指すGXの動きを推進しており、10年間で150兆円規模の​​官民投資を呼び​

​込むための「成長志向型カーボンプライシング構想」が始動しています。具体​

​的には、企業の GX 投資の前倒しを促進するために GX 経済移行債を発行し、​

​10年間で20兆円規模の先行投資支援を行うとともに、排出量取引制度の2026年​

​度からの本格稼働、化石燃料賦課金の2028年度からの導入など、GXに集中的に​

​取り組む期間を設けた上で、段階的な炭素価格の上昇などを通じ、足下の需要​

​創出と中長期的な予見性確保という両輪のアプローチで、GX 市場の創造​​を目​

​指すものです。本市においても、経済的負担を抑えつつ戦略的な気候変動対策​

​を進める必要があります。​

​庁内意見​

​3​ ​3​ ​1-2 関連計画との​

​関係​

​図1-2 計画の体系図と関連する主な計画​ ​図1-2 計画の体系図と関連する主な計画​

​庁内意見​

​4​ ​4​ ​1-3 計画期間​ ​　しかし、計画策定から５年が経過し、また、IPCC第６次評価報告書や国の地​

​球温暖化対策計画（2025年２月18日閣議決定）において、2050年に向けた​​ス​

​テップとして2035年度、2040年度​​目標が示されていることを踏まえ、本計画で​

​は、旧計画の計画期間を踏襲しつつ、2050年の目標と本市のあるべき姿を再認​

​識し、2030年度の目標やその達成に向けた取組等の見直しを行うとともに、​

​2035年度、​​2040年度の目標を設定します。​

​　しかし、計画策定から５年が経過し、また、国の地球温暖化対策計画（2025​

​年２月18日閣議決定）において、2050年に向けた​​中間​​目標が示されたことを踏​

​まえ、本計画では、旧計画の計画期間を踏襲しつつ、2050年の目標と本市のあ​

​るべき姿を再認識し、2030年度の目標やその達成に向けた取組等の見直しを行​

​うとともに、​​マイルストーンとして​​2040年度の目標を設定します。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​5​ ​4​ ​1-4 対象とする温​

​室効果ガス​

​表 1-1　本計画で対象とする温室効果ガス及び地球温暖化係数一覧​

​（出典）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（​​2024年​

​４月/​​環境省）より本市作成​

​表 1-1　本計画で対象とする温室効果ガス及び地球温暖化係数一覧​

​（出典）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（​​2026年​

​３月/​​環境省）より本市作成​

​庁内意見​

​6​ ​5​ ​　本計画の構成と各章で記載している主な内容は以下のとおりです。​

​　​​なお、第６章は区域施策編、第７章は事務事業編、第８章は地域気候変動適​

​応計画に該当し、第６章については、市民・事業者に期待される役割と取組を​

​示したうえで、本市が行う主な取組を示しています。​

​　本計画の構成と各章で記載している内容は以下のとおりです。​

​　​​第１章では、社会経済情勢や旧計画の進捗状況を踏まえた見直しの必要性に​

​ついて記載し、第２章では、気候変動に関する国内外の動向を踏まえた、市​

​民・事業者・行政に求められる役割について触れています。​

​　第３章では、気候変動対策を進めるにあたっての本市の地域特性を整理する​

​とともに、第４章では、旧計画等に基づく本市の取組経過について総括してい​

​ます。​

​　第５章では、第２章～第４章を踏まえた緩和策に係る2050年目標とあるべき​

​姿、取組推進の視点を示し、第６章と第７章では、2050年目標の達成に向けた​

​2030年目標を掲げるとともに、市民・事業者・行政が行う主な取組を掲載して​

​います。​

​　第８章では、本市で起こり得る気候変動の影響と関係部局で現在実施してい​

​る取組を集約・整理することでその対応策を、第９章では、本計画で掲げる取​

​組の着実な推進に向けて、進行管理を行うことを示しています。​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​7​ ​7​ ​2-1-1 気候変動問​

​題とは​

​（新規追加）​ ​審議会意見​

​8​ ​9​ ​2-1-3 大気中の二​

​酸化炭素濃度​

​　大気中の二酸化炭素濃度は、​​今、過去65万年の間で例のない水準まで増加し​

​ており、2023​​年には世界平均の二酸化炭素濃度が​​420.0​​ppmとなり、前年度より​

​2.1​​ppm増加しました。​

​　最近10年間の年平均増加量は約​​2.4​​ppmであり、1990年代の年平均増加量であ​

​る約1.5ppm、2000年代の年平均増加量である約2.0ppmよりも速いペースとなっ​

​ています。​

​　大気中の二酸化炭素濃度は、2019年には少なくとも過去200万年間のどの時​

​点よりも高く、​​2024​​年には世界平均の二酸化炭素濃度が​​423.9​​ppmとなり、前年​

​より​​3.5ppm​​増加しました。​

​　最近10年間の年平均増加量は約​​2.6​​ppmであり、1990年代の年平均増加量であ​

​る約1.5ppm、2000年代の年平均増加量である約1.9ppmよりも速いペースとなっ​

​ています。​​また、長期的推移を見ても、1960年から2019年にかけて二酸化炭素​

​をはじめとする各温室効果ガス濃度は急激に上昇しています。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​9​ ​12​ ​2-1-4 気候変動の​

​影響と将来予測​

​２ 国内及び道内の気象現象における影響（気温）​

​国内​

​　日本の年平均気温は様々な変動を繰り返しながら上昇しており、上昇率は​

​100年あたり​​1.35℃​​です。これは世界の100年あたり年平均気温上昇率​​である​

​0.76℃​​より速いペースで​​上昇していま​​す。​​厳しい温室効果ガス削減策​​を取らな​

​かった場合（RCP8.5）、 気温はさらに上昇すると予測されています。​

​道内・市内​

​　北海道の100年あたり年平均気温上昇率は​​1.75​​℃です。これは世界や日本よ​

​りも速いペースで上昇しています。厳しい温室効果ガス削減策を取らなかった​

​場合（RCP8.5）、21世紀末の年平均気温は20世紀末と比べて５℃程度上昇する​

​と予測されています。​

​２ 国内及び道内の気象現象における影響（気温）​

​国内​

​　日本の年平均気温は様々な変動を繰り返しながら上昇しており、100年あた​

​りの上昇率（1898～2024年）は​​1.40℃​​です。これは世界の100年あたりの上昇​

​率​​（1891～2024年）0.77℃​​より速いペースです。​​追加的な緩和策​​を取らなかっ​

​た場合（RCP8.5）、 気温はさらに上昇すると予測されています。​​※​

​道内・市内​

​　北海道の100年あたり​​の​​年平均気温上昇率​​（1898～2024年）​​は​​、1.79​​℃で​

​す。​​追加的な緩和策を取らなかった場合（RCP8.5）、21世紀末の年平均気温​

​は、20世紀末と比べて北海道で約5℃と、全国平均（約4.5℃）よりも大きく上​

​昇すると予測されています。※​

​　​​※出典：文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2025」、札幌管区気象台​​　​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​　​​「北海道地方の気候変動」をもとに本市作成​

​10​ ​12​ ​2-1-4 気候変動の​

​影響と将来予測​

​３ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（真夏日・猛暑日・熱帯夜）​

​国内​

​　真夏日・猛暑日・熱帯夜が増加しており、特に猛暑日の日数は100年あたり​

​2.3​​日増加しています。​​厳しい温室効果ガス削減策​​を取らなかった場合（​

​RCP8.5）、いずれも、さらに増加すると予測されています。​

​道内・市内​

​　2023年の札幌市における猛暑日が過去最多の​​５日​​を記録するなど、真夏日日​

​数には増加傾向が​​見られます​​。​​厳しい温室効果ガス削減策​​を取らなかった場合​

​（RCP8.5）、これまでほとんどなかった熱帯夜が​​年10日程度発生​​すると予測さ​

​れています。​

​３ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（真夏日・猛暑日・熱帯夜）​

​国内​

​　真夏日・猛暑日・熱帯夜が増加しており、特に猛暑日の日数は100年あたり​

​2.6​​日増加しています。​​追加的な緩和策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、いず​

​れも、さらに増加すると予測されています。※​

​道内・市内​

​　2023年の札幌市における猛暑日が過去最多​​タイ​​の​​３日​​を記録したほか、真夏​

​日日数には増加傾向が​​現れています​​。​​追加的な緩和策​​を取らなかった場合（​

​RCP8.5）、​​北海道では​​これまでほとんどなかった熱帯夜が​​、21世紀末には​​年​​７​

​日程度に増加​​すると予測されています。※​

​　​​※出典：文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2025」、札幌管区気象台​​　​

​　「​​北海道地方の気候変動」をもとに本市作成​

​庁内意見​

​11​ ​13​ ​2-1-4  気候変動​

​の影響と将来予測​

​４ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（降雨）​

​国内​

​　短時間強雨（1時間降水量​​30​​mm以上）の発生回数は​​100年あたりで0.32日​​増加​

​している一方、降水量がほとんど見られない（日降水量1.0mm未満）日も増加​

​しています。​​厳しい温室効果ガス削減策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、短時​

​間強雨や雨が降らない日がさらに増加すると予測されています。​

​道内・市内​

​　短時間強雨（1時間降水量30mm以上）の年間発生件数​​は統計的に優位に増加​

​して​​います。​​厳しい温室効果ガス削減策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、21世​

​４ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（降雨）​

​国内​

​　短時間強雨（1時間降水量​​50​​mm以上）の発生回数は増加している⼀⽅、降⽔​

​量がほとんど⾒られない（⽇降⽔量1.0mm未満）⽇も増加しています。​​追加的​

​な緩和策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、短時間強雨や雨が降らない日がさら​

​に増加すると予測されています。​​※​

​道内・市内​

​　短時間強⾬（1時間降⽔量30mm以上）の年間発⽣回数​​には増加傾向が現れて​

​います。​​追加的な緩和策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、21世紀末には大雨や​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​紀末には大雨や短時間強雨の頻度が増加すると予測されています。​ ​短時間強雨の頻度が増加すると予測されています。​​※​

​※出典：文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2025」、札幌管区気象台​

​　​​「北海道地方の気候変動」をもとに本市作成​

​12​ ​13​ ​2-1-4  気候変動​

​の影響と将来予測​

​５ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（積雪）​

​国内​

​　​​北日本の日本海側における最深積雪の10年あたりの減少率は3.4％と減少傾​

​向があります。厳しい温室効果ガス削減策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、​​特​

​に北日本の日本海側で積雪量の大きな減少が予測されています。​​一方、本州や​

​北海道の内陸部では10年に一​​度​​程度しか発生しない​​大雪が現在より高頻度で発​

​生すると​​予測されています。​

​道内・市内​

​　北海道内日本海側における最深積雪​​の10年あたりの減少率は4.1％と​​減少傾​

​向​​にありますが、温暖化が進行してもなお降水が雪になる程度に気温が低い北​

​海道では大雪のリスクは残るとされています。厳しい温室効果ガス削減策​​を取​

​らなかった場合（RCP8.5）、​​道内における21世紀末の年最深積雪は20世紀末と​

​比べて約40​​％減少すると予測されています。​

​５ 国内及び道内・市内の気象現象における影響（積雪）​

​国内​

​　​​日本海側の各地域では年最深積雪に減少傾向が現れています。追加的な緩和​

​策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、​​年間の降雪・積雪量は全国的に減少すると​

​予測されています。​​⼀⽅、本州の山間部や北海道の内陸部​​等の一部地域​​では、​

​10年に⼀​​回​​程度しか発⽣しない​​極端な大雪時の降雪量が増加する可能性が​​予測​

​されています。​​※​

​道内・市内​

​　北海道内⽇本海側における​​年​​最深積雪​​には​​減少傾向​​が現れています。追加的​

​な緩和策​​を取らなかった場合（RCP8.5）、​​北海道日本海側の年最深積雪は、20​

​世紀末と⽐べて21世紀末には約38％​​減少すると予測されています​​。温暖化が進​

​⾏してもなお降⽔が雪になる程度に気温が低い厳冬期の北海道内陸部では、⼤​

​雪のリスクは残るとされています。※​

​※出典：文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2025」、札幌管区気象台​

​　​​「北海道地方の気候変動」をもとに本市作成​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​13​ ​14​ ​2-1-4  気候変動​

​の影響と将来予測​

​（新規追加）​ ​審議会意見​

​14​ ​17​ ​2-2-2 気候変動対​

​策に関する国の動​

​向​

​(1) 地球温暖化対策の推進に関する法律の改正（2021年３月）​

​2020年秋に宣言された2050年カーボンニュートラルを基本理念として法に位​

​置づけるとともに、その実現に向けて、地域の再生可能エネルギーを活用した​

​脱炭素化の取組等が定められました。​

​(1) 地球温暖化対策の推進に関する法律の改正（2021年３月）​

​2020年秋に宣言された2050年カーボンニュートラルを基本理念として法に位​

​置づけるとともに、その実現に向けて、地域の再生可能エネルギーを活用した​

​脱炭素化の取組等が定められました。​

​　​​2024年には、円滑な合意形成を図りながら、適正に環境に配慮し、地域に貢​

​献する再エネ事業の導入拡大を図るため、地域脱炭素化促進事業の促進に関す​

​る制度が導入されました。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​15​ ​17​ ​2-2-2 気候変動対​

​策に関する国の動​

​向​

​(3) 気候変動適応法の改定（2021年10月、2023年５月一部改定）​

​　2020年12月に公表された気候変動影響評価報告書を勘案し、2021年10月に​

​は、防災、安全保障、農業、健康等の幅広い分野で適応策が拡充されました。​

​また、2023年５月には、熱中症対策を強化するための改正が行われました。​

​(3) 気候変動適応法の改定（2021年10月、2023年５月一部改定）​

​　2020年12月に公表された気候変動影響評価報告書を勘案し、2021年10月に​

​は、防災、安全保障、農業、健康等の幅広い分野で適応策が拡充されました。​

​また、2023年５月には熱中症対策を強化するための改正が行われました。​​な​

​お、国においては、「気候変動適応計画」の改定に向けた検討が進められてお​

​り、最新の気候変動影響評価報告書等を踏まえた適応策の強化に向けた議論が​

​行われています。​

​庁内意見​

​16​ ​17​ ​2-2-2 気候変動対​

​策に関する国の動​

​向​

​(5) 地球温暖化対策計画・第７次エネルギー基本計画・GX2040ビジョンの策定​

​（2025年２月）​

​　また、​​同時に策定された「第７次エネルギー基本計画」、「GX2040ビジョ​

​ン」と​​一体的に、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素​​の​​同時実現に取り組​

​んでいくこととされています。​

​(5) 地球温暖化対策計画・第７次エネルギー基本計画・GX2040ビジョンの策定​

​（2025年２月）​

​また、​​「第７次エネルギー基本計画」では、再生可能エネルギーや原子力な​

​どの脱炭素電源を最大限活用することが必要不可欠とされています。さらに、​

​同時に策定された「GX2040ビジョン」と合わせて、​​一体的にエネルギー​​の​​安定​

​供給​​と​​経済成長、脱炭素​​を​​同時​​に​​実現​​すること​​に取り組んでいくとされていま​

​す。​

​庁内意見​

​17​ ​18​ ​2-2-2 気候変動対​

​策に関する国の動​

​向​

​(6)​​排出量取引制度の詳細設計に向けた検討開始（2025年７月）​

​　国は、GX2040ビジョンに基づき、2050年カーボンニュートラルと2030年度温​

​室効果ガス46%削減目標の達成に向けてGXを強力に推進しています。​​この取り​

​組みの​​中核をなすのが、GX経済移行債を財源とした150兆円規模のGX投資の​​投​

​資​​促進です。​

​　​​この大規模投資を後押しするため、経済産業省は排出量取引制度の実現に向​

​けた詳細な制度設計を開始しました。​​これは「成長志向型カーボンプライシン​

​グ」として位置づけられており、炭素価格が中長期的に段階的に上昇するよう​

​設計されます。これにより、早期に脱炭素投資を行った事業者が経済的に報わ​

​れ、競争優位性を確立できる事業環境が整備されることを目指しています。​

​(6)​​排出量取引制度の開始（2026年４月）​

​　国は、GX2040ビジョンに基づき、2050年カーボンニュートラルと2030年度温​

​室効果ガス46%削減目標の達成に向けてGXを強力に推進しています。​​その​​中核​

​をなす​​も​​のが、GX経済移行債を財源とした​​先行投資支援を呼び水とする官民合​

​計​​150兆円規模のGX投資の促進です。​

​　​​これに伴い、2026年４月より、経済産業省は排出量取引制度を開始しまし​

​た。​​これは「成長志向型カーボンプライシング」として位置づけられており、​

​炭素価格が中長期的に段階的に上昇するよう設計されます。これにより、早期​

​に脱炭素投資を行った事業者が経済的に報われ、競争優位性を確立できる事業​

​環境が整備されることを目指しています。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​18​ ​18​ ​2-2-2 気候変動対​

​策に関する国の動​

​向​

​審議会意見​

​庁内意見​

​19​ ​24​ ​3-2 社会的条件​ ​交通体系（自動車）​ ​交通体系（自動車）​ ​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​図 3-6　市内の自動車保有台数の推移​ ​図 3-6　市内の自動車保有台数の推移​

​20​ ​25​ ​3-2 社会的条件​ ​住宅​

​　道内における住宅の暖房エネルギー消費量は全国平均の約４倍、光熱費は約​

​1.31​​倍となっています。​

​（新規追加）​

​住宅​

​　道内における住宅の暖房エネルギー消費量は全国平均の約４倍、光熱費は約​

​1.41​​倍となっています。​

​庁内意見​

​21​ ​27​ ​3-2 社会的条件​ ​廃棄ごみ・資源物​ ​廃棄ごみ・資源物​ ​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​22​ ​28​ ​3-2 社会的条件​ ​エネルギー​

​　本市の近隣地域を含む道内には、太陽光や風力、バイオマスなど全国でも類​

​を見ない多種多様かつ豊富な再生可能エネルギーが存在しています。特に洋上​

​風力においては、2023年５月12日に、道内５区域が、国により「海洋再生可能​

​エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域​

​利用法）」に基づく洋上風力発電の促進区域指定に向けた「有望な区域」に選​

​定され、うち３区域（2024年12月12日現在）では、各区域における協議会の設​

​置・運営など、一般海域における洋上風力発電の導入に向けた取組が進められ​

​ています。​

​エネルギー​

​　本市の近隣地域を含む道内には、太陽光や風力、バイオマスなど全国でも類​

​を見ない多種多様かつ豊富な再生可能エネルギーが存在しています。特に洋上​

​風力においては、2023年５月12日に、道内５区域が、国により「海洋再生可能​

​エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域​

​利用法）」に基づく洋上風力発電の促進区域指定に向けた「有望な区域」に選​

​定され、うち３区域（2024年12月12日現在）では、各区域における協議会の設​

​置・運営など、一般海域における洋上風力発電の導入に向けた取組が進められ​

​ています。​​さらに、2025年７月30日には、うち２区域が「促進区域」に指定さ​

​れました。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​23​ ​30​ ​4-1 本市のこれま​

​での取組​

​(10) 北海道・札幌「GX 金融・資産運用特区」等の指定【2024年６月】​

​　国内・海外の金融・資産運用会社の新規参入や業務拡充を通じて、海外の投​

​資資金も取り込み、スタートアップなどの成長分野へ十分な資金が供給される​

​環境を実現しようとする地域を「金融・資産運用特区」として決定する制度が​

​国で創設され、北海道・札幌市は「GX 金融・資産運用特区」をコンセプトと​

​した取組を国へ提案し、2024年６月には北海道・札幌市が「金融・資産運用特​

​区」の対象地域として決定され、併せて札幌を含む北海道全域が「国家戦略特​

​区」として指定されました。​

​(10) 北海道・札幌「GX/AI 金融・資産運用特区」等の指定【2024年６月】​

​　国内・海外の金融・資産運用会社の新規参入や業務拡充を通じて、海外の投​

​資資金も取り込み、スタートアップなどの成長分野へ十分な資金が供給される​

​環境を実現しようとする地域を「金融・資産運用特区」として決定する制度が​

​国で創設され、北海道・札幌市は「GX金融・資産運用特区」をコンセプトとし​

​た取組を国へ提案し、2024年６月には北海道・札幌市が「金融・資産運用特​

​区」の対象地域として決定され、併せて札幌を含む北海道全域が「国家戦略特​

​区」として指定されました。​​また、2026年２月には、GXとAIの一体的な推進を​

​金融機関や事業者等により明確に示し、関係者間の連携を強化していくことを​

​目的として、コンセプトを「GX/AI金融・資産運用特区」へと変更しました。​

​庁内意見​

​24​ ​31​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(1) 本市における温室効果ガス排出量の推移​

​　旧計画の基準年度である2016年度以降、温室効果ガス排出量は減少を続け、​

​最新実績の2022年度速報値は1,022万t-CO2となり、​​６​​年間で​​172​​万t-CO2の削減​

​となりました。ここから旧計画の目標を達成するためには、​​2023​​年年度から​

​2030年年度までの​​８​​年間で485万t-CO2の削減（​​2022​​年度比で約47％の削減）が​

​必要な状況です。​

​(1) 本市における温室効果ガス排出量の推移​

​　旧計画の基準年度である2016年度以降、温室効果ガス排出量は減少を続け、​

​最新実績の2023年度速報値は1,006万t-CO2となり、​​７​​年間で​​187​​万t-CO2の削減​

​となりました。ここから旧計画の目標を達成するためには、​​2024​​年度から2030​

​年度までの​​７​​年間で469万t-CO2の削減（​​2023​​年度比で約47％の削減）が必要な​

​状況です。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​25​ ​31​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(2) 温室効果ガス排出量の内訳​

​　​​2022​​年度に本市から排出された温室効果ガス排出量の内訳は二酸化炭素が98​

​％を占めています。二酸化炭素排出量の部門別内訳では、家庭部門、業務部​

​門、運輸部門の３部門で約９割を占めており、背景としては積雪寒冷地のため​

​家庭における暖房エネルギー消費量が多いことや第３次産業中心の産業構造で​

​あること、日常生活における自動車への依存度が高いことなどが挙げられま​

​す。​

​　エネルギー種別内訳では、電力が​​約４割​​を占めており、ガソリン、灯油の順​

​となっています。​

​(2) 温室効果ガス排出量の内訳​

​　​​2023​​年度に本市から排出された温室効果ガス排出量の内訳は二酸化炭素が98​

​％を占めています。二酸化炭素排出量の部門別内訳では、家庭部門、業務部​

​門、運輸部門の３部門で約９割を占めており、背景としては積雪寒冷地のため​

​家庭における暖房エネルギー消費量が多いことや第３次産業中心の産業構造で​

​あること、日常生活における自動車への依存度が高いことなどが挙げられま​

​す。​

​　エネルギー種別内訳では、電力が​​45％​​を占めており、次いでガソリン、灯油​

​の順となっています。​

​庁内意見​

​26​ ​32​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(3) 二酸化炭素の部門別排出量の推移​ ​(3) 二酸化炭素の部門別排出量の推移​ ​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​27​ ​32​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(4) 施策別の削減量及び成果指標の達成状況​

​　2017年度から2030年度までの14年間のうち、​​６年間（約43％）​​が経過したと​

​ころですが、目標削減量については、表4-1のとおり、［再エネ］による温室​

​効果ガスの削減が比較的順調に進んでいる一方、［省エネ］、［移動］、［資​

​源］による削減に遅れがみられる状況です。​

​　また、成果指標については、表4-2のとおり、「ZEH相当以上の省エネ性能を​

​持つ新築住宅（戸建）」は​​2022​​年度時点で2030年度目標を達成している一方、​

​他の成果指標については遅れがみられる状況です。​

​　なお、［再エネ］による温室効果ガスの削減量は順調に推移していますが、​

​この中には分散電源やLNG火力発電所への転換による削減量も含まれていま​

​す。一方、成果指標の一つである「市内の電力消費量に占める再生可能エネル​

​ギーの割合」の進捗に遅れが見られることから、再生可能エネルギーの導入拡​

​大にあたっては、更なる取組の強化が必要です。​

​(4) 施策別の削減量及び成果指標の達成状況​

​　2017年度から2030年度までの14年間のうち、​​７年間（約50％）​​が経過したと​

​ころですが、目標削減量については、表4-1のとおり、［再エネ］による温室​

​効果ガスの削減が比較的順調に進んでいる一方、［省エネ］、［移動］、［資​

​源］による削減に遅れがみられる状況です。​

​　また、成果指標については、表4-2のとおり、「ZEH相当以上の省エネ性能を​

​持つ新築住宅（戸建）」は​​2023​​年度時点で2030年度目標を達成している一方、​

​他の成果指標については遅れがみられる状況です。​

​　なお、［再エネ］による温室効果ガスの削減量は順調に推移していますが、​

​この中には​​、太陽光発電などの再生可能エネルギーのほか、​​分散電源​​として天​

​然ガスによるCGS​​やLNG火力発電所への転換による削減量も含まれています。一​

​方、成果指標の一つである「市内の電力消費量に占める再生可能エネルギーの​

​割合」の進捗に遅れが見られることから、再生可能エネルギーの導入拡大にあ​

​たっては、更なる取組の強化が必要です。​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​28​ ​34​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(5) 旧計画の進捗状況を前提とした2030年度目標の達成見通し​

​　旧計画の進捗状況を前提条件として、温室効果ガス排出量の増減に寄与する​

​関連要素の将来値をトレンド推計して積み上げると、2017年度から2030年度ま​

​での削減量の将来推計値は​​539​​万t-CO2となり、旧計画の目標達成には、​​118​​万​

​t-CO2の削減量が不足する見込みとなっています。​

​(5) 旧計画の進捗状況を前提とした2030年度目標の達成見通し​

​　旧計画の進捗状況を前提条件として、温室効果ガス排出量の増減に寄与する​

​関連要素の将来値をトレンド推計して積み上げると、2017年度から2030年度ま​

​での削減量の将来推計値は​​554​​万t-CO2となり、旧計画の目標達成には、​​102​​万​

​t-CO2の削減量が不足する見込みとなっています。​

​庁内意見​

​29​ ​34​ ​4-2-1 市民・事業​

​者編の進捗状況​

​(6) 今後の方向性​

​　再生可能エネルギーの導入拡大において一定の成果が見られる一方で、省エ​

​ネルギー対策における温室効果ガス削減量が伸び悩んでおり、課題となってい​

​ます。この状況を踏まえ、今後は改めて施策ごとの削減ポテンシャルを精査​

​し、​​『脱炭素先行地域づくり事業』などの国の枠組みも積極的に活用しなが​

​ら、​​目標達成に向けた取​​り​​組​​み​​を一層加速させる必要があります。​

​(6) 今後の方向性​

​　再生可能エネルギーの導入拡大において一定の成果が見られる一方で、省エ​

​ネルギー対策における温室効果ガス削減量が伸び悩んでおり、課題となってい​

​ます。この状況を踏まえ、今後は改めて施策ごとの削減ポテンシャルを精査​

​し、​​2-2-3項で示した市民・事業者の役割も踏まえながら、​​目標達成に向けた​

​取組を一層加速させる必要があります。​

​庁内意見​

​30​ ​35​ ​4-2-2 市役所編の​

​進捗状況​

​(1) 市役所における温室効果ガス排出量の推移​

​　旧計画の基準年度である2016年度以降、温室効果ガス排出量は減少傾向で推​

​移しており、最新実績の2022年度度速報値は​​65.4​​万t-CO2であり、​​６​​年間で​​7.3​

​万t-CO2の削減となりました。ここから旧計画の目標を達成するためには、​

​(1) 市役所における温室効果ガス排出量の推移​

​　旧計画の基準年度である2016年度以降、温室効果ガス排出量は減少傾向で推​

​移しており、最新実績の2023年度速報値は​​63.5​​万t-CO2であり、​​７​​年間で​​9.1​​万​

​t-CO2の削減となりました。ここから旧計画の目標を達成するためには、​​2024​

​庁内意見​
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​2023​​年度から2030年度までの​​８​​年間で​​36.2​​万t-CO2の削減（​​2022​​年度比で約​​55​

​％の削減）が必要な状況です。​

​年度から2030年度までの​​７​​年間で​​34.3​​万t-CO2の削減（​​2023​​年度比で約​​54​​％の​

​削減）が必要な状況です。​

​31​ ​35​ ​4-2-2 市役所編の​

​進捗状況​

​(2) 温室効果ガス排出量の内訳​

​　​​2022​​年度の温室効果ガス排出量についてエネルギー種別内訳で見ると電気が​

​約５割を占めており、）用途別内訳で見ると学校・市民利用施設・庁舎等が​​34​

​％、廃棄物が​​32​​％、上下水道・交通・道路等が​​26​​％を占めています。​

​(2) 温室効果ガス排出量の内訳​

​　2023年度の温室効果ガス排出量についてエネルギー種別内訳で見ると電気が​

​約５割を占めており、用途別内訳で見ると学校・市民利用施設・庁舎等が​​33​

​％、廃棄物が​​31​​％、上下水道・交通・道路等が​​28​​％を占めています。​

​庁内意見​

​32​ ​36​ ​4-2-2 市役所編の​

​進捗状況​

​(3) 施策別の削減量及び成果指標の達成状況​

​　2017年度から2030年度までの14年間のうち、​​６​​年間（約​​43​​％）が経過したと​

​ころですが、目標削減量については、表4-4のとおり、［再エネ］や［移動］​

​による温室効果ガスの削減が比較的順調に進んでいる一方、［省エネ］、［資​

​源］による削減に遅れがみられる状況です。​

​(3) 施策別の削減量及び成果指標の達成状況​

​　2017年度から2030年度までの14年間のうち、​​７​​年間（約​​50​​％）が経過したと​

​ころですが、目標削減量については、表4-4のとおり、［再エネ］や［移動］​

​による温室効果ガスの削減が比較的順調に進んでいる一方、［省エネ］、［資​

​源］による削減に遅れがみられる状況です。​

​庁内意見​
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​33​ ​37​ ​4-2-2 市役所編の​

​進捗状況​

​(4) 旧計画の進捗​​状況と​​2030年度目標の達成見通し​

​　​​2030年度の目標削減量に対し、2022年度の実績では36.1​​万t-CO2の削減量が​

​不足する見込み​​です​​。この現状を踏まえ、目標達成に向けた対策強化が喫緊の​

​課題となっています。​

​(4) 旧計画の進捗​​を前提とした​​2030年度目標の達成見通し​

​　​​旧計画の進捗状況を前提条件として、温室効果ガス排出量の増減に寄与する​

​関連要素の将来値をトレンド推計して積み上げると、2017年度から2030年度ま​

​での削減量の将来推計値は24.8万t-CO2となり、旧計画の目標達成には、24.8​

​万t-CO2の削減量が不足する見込み​​となっていま​​す。​

​庁内意見​

​34​ ​37​ ​4-2-2 市役所編の​ ​(5) 今後の方向性​ ​(5) 今後の方向性​ ​庁内意見​
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​進捗状況​ ​　本市では、2022年11月に選定された国の「脱炭素先行地域」の取組​​の一つ​​と​

​して、​​2030年までに公共施設群の電力消費に伴う二酸化炭素排出量ゼロとする​

​ため、​​市有施設のZEB化、LED化、太陽光発電設備の導入等の取組を進めている​

​ところであり、2030年目標の達成に向けて、これら取組を着実に進めていくこ​

​とが必要です。​

​　本市では、2022年11月に選定された国の「脱炭素先行地域」の取組として、​

​市有施設のZEB化、LED化、太陽光発電設備の導入等の取組を進めているところ​

​であり、2030年目標の達成に向けて、​​市民・事業者への波及も見据えながら、​

​これら取組を着実に進めていくことが必要です。​

​35​ ​38​ ​4-2-3 札幌市燃料​

​電池自動車普及促​

​進計画の進捗状況​

​(1) 札幌市のFCV保有台数及び水素ステーションの整備数の推移​

​　FCV普及促進計画の進捗状況として、FCVの保有台数は、表4-6のとおり、​

​2023​​年度末時点では25台となっており、2030年の普及目標である3,000台とは​

​大きな乖離が見られる状況です。​

​　一方、水素ステーションの整備数については、2018年３月に移動式商用水素​

​ステーションが開所されたほか、2025年​​４​​月には、FCバスやFCトラックなどの​

​大型車両にも対応できる定置式大型商用水素ステーションが開所されており、​

​2024年度までに２箇所とする短期目標を達成している状況です。​

​(1) 札幌市のFCV保有台数及び水素ステーションの整備数の推移​

​　FCV普及促進計画の進捗状況として、燃料電池自動車（FCV）の保有台数は、​

​表4-7のとおり、​​2024​​年度末時点では25台となっており、2030年の普及目標で​

​ある3,000台とは大きな乖離が見られる状況です。​

​　一方、水素ステーションの整備数については、2018年３月に移動式商用水素​

​ステーションが開所されたほか、2025年​​２​​月には、FCバスやFCトラックなどの​

​大型車両にも対応できる定置式大型商用水素ステーションが開所されており、​

​2024年度までに２箇所とする短期目標を達成している状況です。​

​庁内意見​
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​36​ ​39​ ​4-2-3 札幌市燃料​

​電池自動車普及促​

​進計画の進捗状況​

​庁内意見​

​37​ ​44​ ​5-4-1 環境・経​

​済・社会の統合的​

​向上​

​　環境的側面、経済的側面、社会的側面が複雑に関わっている現代において、​

​持続可能な社会を実現するためには、環境的側面から持続可能であると同時​

​に、それが、経済・社会の側面においても健全で持続的で、全体として「ウェ​

​ルビーイング／高い生活の質」につながる経済社会システムであることが求め​

​られています。また、環境・経済・社会の統合的向上という方向性を市民・事​

​業者・行政等の全ての主体で共有し、気候変動対策と各種政策を統合して相乗​

​効果（シナジー）を発揮させつつ、実行していくことが非常に重要とされてい​

​ます。​

​　これを踏まえ、気候変動対策の推進に当たっては、地域経済の活性化、雇用​

​創出、地域が抱える問題の解決、そしてSDGsの達成にもつながるよう、環境・​

​経済・社会の統合的向上に資するような施策の推進を図っていきます。​

​　環境的側面、経済的側面、社会的側面が複雑に関わっている現代において、​

​持続可能な社会を実現するためには、環境的側面から持続可能であると同時​

​に、それが、経済・社会の側面においても健全で持続的で、全体として「ウェ​

​ルビーイング／高い生活の質」につながる経済社会システムであることが求め​

​られています。また、環境・経済・社会の統合的向上という方向性を市民・事​

​業者・行政等の全ての主体で共有し、気候変動対策と各種政策を統合して相乗​

​効果（シナジー）を発揮させつつ、実行していくことが非常に重要とされてい​

​ます。​​特に、緊迫化する国際情勢や地政学的リスク等に伴うエネルギー供給の​

​不安定化という課題に対し、外部環境に左右されない強靭な社会基盤を構築す​

​るためには、脱炭素の取組を単なる環境対策に留めず、多様なステークホル​

​ダーと連携・協働しながら、持続可能なエネルギーの確保と供給体制の強化を​

​図ることが不可欠です。​

​　これを踏まえ、気候変動対策の推進に当たっては、地域経済の活性化、雇用​

​創出、地域が抱える問題の解決、そしてSDGsの達成にもつながるよう、環境・​

​経済・社会の統合的向上に資するような施策の推進を図っていきます。​

​庁内意見​
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​38​ ​44​ ​5-4-2 全ての主体​

​の意識の変革、行​

​動変容、連携の強​

​化​

​　このため、対話や環境教育等の推進を通じて、気候変動の知見や各主体が実​

​施すべき取組、費用負担、ライフサイクル全体での温室効果ガス排出量（カー​

​ボンフットプリント）が少ない製品・サービスの選択などに関する情報を、わ​

​かりやすく提供・共有します。あわせて、これらを伝え、実践する人材の育成​

​等を行い、各主体における意識の変革と行動変容につなげていきます。​

​　このため、対話や環境教育​​、官民連携​​等の推進を通じて、気候変動の知見や​

​各主体が実施すべき取組、対策の費用負担、​​エネルギーコスト、​​ライフサイク​

​ル全体での温室効果ガス排出量（カーボンフットプリント）が少ない製品・​

​サービスの選択などに関する情報を、わかりやすく提供・共有します。あわせ​

​て、これらを伝え、実践する人材の育成等を行い、各主体における意識の変革​

​と行動変容につなげていきます。​

​庁内意見​

​39​ ​44​ ​5-4-3 研究開発の​

​強化と優れた脱炭​

​素技術の普及等に​

​よる他地域の温室​

​効果ガス削減への​

​貢献​

​　その観点から、「GX金融・資産運用特区」や「脱炭素先行地域」の枠組みも​

​活用しながら、脱炭素社会の実現に必要な技術の開発、実証及び実装の状況を​

​把握・促進するとともに、既存技術の社会実装を促進するための取組を進める​

​ことで、道内や国内、海外といった他地域への展開等も含め、脱炭素と経済成​

​長の両立に貢献していきます。​

​　その観点から、「GX​​/AI​​金融・資産運用特区」や「脱炭素先行地域」の枠組​

​みも活用しながら、脱炭素社会の実現に必要な技術の開発、実証及び実装の状​

​況を把握・促進するとともに、既存技術の社会実装を促進するための取組を進​

​めることで、道内や国内、海外といった他地域への展開等も含め、脱炭素と経​

​済成長の両立に貢献していきます。​

​庁内意見​

​40​ ​45​ ​5-4-4 社会システ​

​ム変革（脱炭素化​

​に係る経済的負担​

​等）への適応​

​　国のGX2040ビジョンでは、GX経済移行債を財源​​とする​​150兆円規模のGX投資​

​促進と「成長志向型カーボンプライシング」を​​検討中です​​。これは、​​経産省の​

​排出量取引制度小委員会で詳細設計が進む​​排出量取引制度を核とし、炭素価格​

​が段階的に上昇することで、早期にGX投資した事業者を評価する環境を整備す​

​るものです。脱炭素化に伴う経済的負担への適応は重要であり、札幌市も、経​

​済的・都市経営的観点から、この負担回避へ戦略的対応が必要です。​

​　国のGX2040ビジョンでは、GX経済移行債を財源​​とした先行投資支援を呼び水​

​とする官民合計​​150兆円規模のGX投資促進と「成長志向型カーボンプライシン​

​グ」を​​進めることとしています​​。これは、排出量取引制度を核とし、炭素価格​

​が段階的に上昇することで、早期にGX投資した事業者を評価する環境を整備す​

​るものです。脱炭素化に伴う経済的負担​​や国際情勢等に起因するエネルギー供​

​給・コスト上昇等のリスク​​への適応は重要であり、札幌市も、経済的・都市経​

​営的観点から、この負担・​​リスク​​回避へ戦略的対応が必要です。​

​庁内意見​

​41​ ​46​ ​5-4-5 2050年を見​

​据えた対策​

​（新規追加）​ ​審議会意見​

​42​ ​6-2 2050年の目標​

​を見据えたマイル​

​　​​「IPCC第6次統合報告書」では、気温上昇を1.5℃に抑えるためには、世界の​

​温室効果ガス排出量を2019年度比で、2035年度までに約60％、2040年度までに​

​　​​国は、2025年２月18日に、新たな「日本のNDC（国が決定する貢献）」を国​

​連気候変動枠組条約事務局へ提出しました。この新たなNDCでは、世界全体で​

​庁内意見​
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​ストーン​ ​約69％削減することが必要とされています。​

​　本計画の計画最終年は2030年度ですが、本市の最終目標は2050ゼロカーボン​

​の達成であり、本計画が終了した後も継続して脱炭素化に取り組む必要がある​

​ことから、​​本計画では、「IPCC第６次統合報告書」​​を踏まえて、​​2035年度と​

​2040年度の目標を以下のとおり設定し​​、進めていく必要があり​​ます。​

​の「1.5℃目標」と整合的で、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた野​

​心的な目標として、温室効果ガス排出量を2013年度比で2040年度に73％削減​

​することを目指すとされています。​

​　本計画の計画最終年は2030年度ですが、本市の最終目標は2050ゼロカーボン​

​の達成であり、本計画が終了した後も継続して脱炭素化に取り組む必要がある​

​ことから、​​上記​​を踏まえて、​​本計画の​​2040年度の目標を以下のとおり設定しま​

​す。​

​43​ ​48​ ​6-3 施策ごとの​

​2030年度目標（総​

​括）​

​　2030年度目標（排出量537万t-CO2）を達成するために​​必要な削減量は767万​

​t-CO2（前述6-1参照）であり、小売電気事業者の電力の排出係数の改善による​

​削減量は224万t-CO2であることから、本市の取組により達成すべき削減量は​

​543万t-CO2となります。​

​　​​国の再生可能エネルギー主力電源化の方針を背景に、小売電気事業者は電力​

​排出係数の改善に積極的に取り組んでいます。これは、排出量の少ない電源（​

​LNG、再生可能エネルギー、原子力等）への転換が進むにつれて電力由来の温​

​室効果ガス排出量が削減されるため、電力構成の変化が非常に重要であること​

​を示しています。​

​　​​この動向を踏まえ、本市では、道内小売電気事業者の排出係数実績の傾向を​

​参考に将来推計を行い、2030年の本市の電力需要と排出係数の改善分を掛け合​

​わせ、236万t-CO2の削減効果を見込んでいます。​

​　2030年度の目標（排出量537万t-CO2）を達成するために​​は、2013年度比で合​

​計767万t-CO2の削減が必要です。このうち、小売電気事業者の取組による削減​

​量236万t-CO2を差し引くと、市民・事業者・札幌市の取組によって達成すべき​

​削減量は532万t-CO2となります。​

​庁内意見​
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​44​ ​48​ ​6-3 施策ごとの​

​2030年度目標（総​

​括）​

​　なお、「4-2-1　市民・事業者編の進捗状況」で示した​​118​​万t-CO2の削減量​

​の不足分については、建築物省エネ法の改正による新築建築物の省エネ性能向​

​上や蛍光ランプの製造・輸出入の禁止など、経済社会情勢の変化による市民・​

​事業者の取組の進展や、本市の脱炭素先行地域​​や重点対策加速化事業​​に係る取​

​組の着実な実行等により補うことで、目標達成を目指します。​

​　なお、「4-2-1　市民・事業者編の進捗状況」で示した​​102​​万t-CO2の削減量​

​の不足分については、建築物省エネ法の改正による新築建築物の省エネ性能向​

​上や蛍光灯の製造・輸出入の禁止など、経済社会情勢の変化による市民・事業​

​者の取組の進展や、本市の脱炭素先行地域に係る取組の着実な実行等により補​

​うことで、目標達成を目指します。​

​庁内意見​
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​45​ ​51​ ​6-4 2030年度の目​

​標達成に向けた施​

​策と市民・事業者​

​の役割​

​庁内意見​

​46​ ​51​ ​6-4 2030年度の目​

​標達成に向けた施​

​策と市民・事業者​

​の役割​

​庁内意見​
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​47​ ​54​ ​6-5-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策​

​事業者による省エネルギー対策​

​➢​​ZEBを選択します​

​●​ ​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階における事​

​業者と札幌市との事前協議を通じて建築物の省エネ化、エネルギーの面的利​

​用を推進します。​

​➢​​建築事業者はZEBを供給します​

​●​ ​建築主、建築事業者の双方に光熱費等の削減効果をわかりやすく示す「見え​

​る化ツール」を活用するとともに、建築事業者を対象とした技術習得のため​

​の講習会の開催や事例紹介等を行います。​

​事業者による省エネルギー対策​

​➢​​ZEBを選択します​

​●​ ​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階における事​

​業者と札幌市との事前協議を通じて建築物の省エネ化、エネルギーの面的利​

​用を推進します。​​また、特に優れた取組を実施する建築物を「E!まちリー​

​ディングモデル」として認定します。​

​➢​​建築事業者はZEBを供給します​

​（削除）​

​庁内意見​

​48​ ​55​ ​6-5-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策​

​審議会意見​

​庁内意見​

​49​ ​56​ ​6-5-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​庁内意見​

​50​ ​57​ ​6-5-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​市民による再生可能エネルギー導入の推進​

​➢​​ZEH・ZEH-Mを選択します​

​市民による再生可能エネルギー導入の推進​

​➢​​ZEH・ZEH-Mを選択します​

​庁内意見​
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​➢​​建築事業者はZEH・ZEH-Mを供給します​

​➢​​再エネ・蓄エネ機器を導入します​

​●​ ​集合住宅のZEH-M化に取り組む意欲的な建築主等に対し、設計費の補助など​

​の支援を行います。​

​●​ ​太陽光発電、蓄電池等に対する補助制度により、戸建住宅への導入を促進し​

​ます。​

​●​ ​【新規】 太陽光発電及び蓄電池に対する補助制度により、マンション管理​

​組合等への導入を促進します。​

​（新規追加）​

​➢​​環境負荷の少ない電力供給を選択します​

​●​ ​【新規】太陽光発電及び蓄電池に対する補助制度により、マンション管理組​

​合等への導入を促進します。​

​➢​​建築事業者はZEH・ZEH-Mを供給します​

​➢​​再エネ・蓄エネ機器を導入します​

​（統合）​

​●​ ​【強化】​​太陽光発電及び蓄電池に対する補助制度により、戸建住宅​​やマン​

​ション管理組合等​​への導入を促進します。​

​（統合）​

​●​ ​【新規】太陽光発電及び蓄電池の設置に対する官民連携の支援策により、戸​

​建住宅への導入を促進します。​

​➢​​環境負荷の少ない電力供給を選択します​

​（統合）​

​51​ ​57​ ​6-5-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​事業者による再生可能エネルギー導入の推進​

​➢​​ZEBを選択します​

​●​ ​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階における事​

​業者と札幌市との事前協議を通じて再生可能エネルギーの導入を推進しま​

​す。​

​➢​​建築事業者はZEBを供給します​

​●​ ​建築主、建築事業者の双方に光熱費等の削減効果をわかりやすく示す「見え​

​る化ツール」を活用するとともに、建築事業者を対象とした技術習得のため​

​の講習会等を開催します。​

​➢​​環境負荷の少ない電力・熱を選択します​

​●​ ​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階における事​

​業者と札幌市との事前協議を通じて再エネ由来電力等の導入を推進します。​

​●​ ​【強化】​​水力発電の導入や民間事業者による配水池へのマイクロ​​水力発電の​

​導入を検討します。​

​➢​​GX関連事業者は再生可能エネルギー導入拡大をすすめます​

​●​ ​【新規】GX関連の事業情報や​​投資​​情報等を集約し、事業者と投資家を結びつ​

​けるプラットフォームを構築します。​

​➢​​水素エネルギーを活用します​

​●​ ​【強化】水素サプライチェーンの構築​​や地域産業の創出に向けた協議会の運​

​営​​、民間活力を活用した水素モデル街区の整備など、事業者と連携して、水​

​素の利用拡大に向けた取組を​​すすめて​​いきます。​

​事業者による再生可能エネルギー導入の推進​

​➢​​ZEBを選択します​

​●​ ​【再掲】​​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階に​

​おける事業者と札幌市との事前協議を通じて再生可能エネルギーの導入を推​

​進します。​​また、特に優れた取組を実施する建築物を「E!まちリーディング​

​モデル」として認定します。​

​➢​​建築事業者はZEBを供給します​

​（削除）​

​➢​​環境負荷の少ない電力・熱を選択します​

​●​ ​【再掲】​​【強化】「札幌都心E!まち開発推進制度」による計画の早い段階に​

​おける事業者と札幌市との事前協議を通じて再エネ由来電力等の導入を推進​

​します。​​また、特に優れた取組を実施する建築物を「E!まちリーディングモ​

​デル」として認定します。​

​●​ ​【強化】​​清田配水池への​​水力発電の導入を検討します。​

​➢​​GX関連事業者は再生可能エネルギー導入拡大をすすめます​

​●​ ​【新規】GX関連の事業情報や​​GX金融​​情報等を集約し、事業者と投資家を結び​

​つけるプラットフォームを構築します。​

​➢​​水素エネルギーを活用します​

​●​ ​【強化】水素サプライチェーンの構築、民間活力を活用した水素モデル街区​

​の整備など、事業者と連携して、水素の利用拡大に向けた取組を​​進めて​​いき​

​ます。​

​庁内意見​

​52​ ​58​ ​6-5-2 ［再エネ］​ ​温室効果ガス排出量の削減以外に期待される主な効果​ ​温室効果ガス排出量の削減以外に期待される主な効果​ ​庁内意見​
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​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​社会​

​（追加）​

​社会​

​●​ ​太陽光と蓄電池導入によるレジリエンス向上​

​53​ ​59​ ​6-5-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​庁内意見​

​27​



​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​54​ ​60​ ​6-5-3 ［移動］移​

​動の脱炭素化​

​庁内意見​

​55​ ​61​ ​6-5-3 ［移動］移​

​動の脱炭素化​

​市民による移動の脱炭素化​

​➢​​ゼロエミッション自動車を選択します​

​●​ ​【新規】創成川以東地域を中心に検討を進めている「新たな公共交通システ​

​ム」について、水素車両の導入を検討します。​

​事業者による移動の脱炭素化​

​➢​​ゼロエミッション自動車を選択します​

​●​ ​【新規】バス・トラック等の商用車に主眼を置いた、水素車両の導入促進​

​に向けた支援を実施します。​

​●​ ​水素車両の導入状況と連動し、事業者との協働によって新たな水素ステー​

​ションの整備に向けた検討を進めます。​

​市民による移動の脱炭素化​

​➢​​ゼロエミッション自動車を選択します​

​●​ ​【新規】​​都心や​​創成川以東地域を中心に検討を進めている「新たな公共交通​

​システム」について、水素車両の導入を検討します。​

​事業者による移動の脱炭素化​

​➢​​ゼロエミッション自動車を選択します​

​（削除）​

​庁内意見​

​56​ ​62​ ​6-5-3 ［移動］移​

​動の脱炭素化​

​庁内意見​

​57​ ​64​ ​6-5-4 ［資源］資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​➢​​プラスチックごみの発生・排出を減らします​

​●​ ​【新規】現在分別収集している容器包装プラスチックに加え、温室効果ガス​

​排出量の削減に向けた​​プラスチックごみの​​更なるリサイクルを検討します。​

​➢​​プラスチックごみの発生・排出を減らします​

​●​ ​【新規】​​国のロードマップを踏まえ、​​現在分別収集している容器包装プラス​

​チックに加え、​​製品プラスチックなどの回収を含めた​​温室効果ガス排出量の​

​庁内意見​
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​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​削減に向けた更なるリサイクルを検討します。​

​58​ ​65​ ​6-5-4 ［資源］資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​審議会意見​

​庁内意見​

​59​ ​66​ ​6-5-5 ［行動］ラ​

​イフスタイルの変​

​革・技術革新​

​基本方針​

​●​ ​これからの消費者・事業者には、​​安さや便利さ、目先の利益だけを求めるの​

​ではなく、​​自らの消費行動・ 事業活動によって社会全体が被る負担・損失​

​に関する意識、特にライフサイクル全体での温室効果ガス排出量（カーボン​

​フットプリント）の少ない製品・サービスの選択が求められており、環境・​

​経済・社会のつながりを理解した行動の大切さを広く伝えていきます。​

​（新規追加）​

​基本方針​

​●​ ​これからの消費者・事業者には、自らの消費行動・ 事業活動によって社会​

​全体が被る負担・損失に関する意識、特にライフサイクル全体での温室効果​

​ガス排出量（カーボンフットプリント）の少ない製品・サービスの選択が求​

​められており、環境・経済・社会のつながりを理解した行動の大切さを広く​

​伝えていきます。​

​●​ ​地政学的要因等に伴うエネルギー調達の不安定化や価格高騰を見据え、将来​

​的なコスト負担や供給リスクを軽減するためにも、省エネやエネルギー転換​

​の重要性を訴えかけていきます。​

​庁内意見​

​60​ ​67​ ​6-5-5 ［行動］ラ​

​イフスタイルの変​

​革・技術革新​

​市民・事業者によるライフスタイルの変革​

​➢​​2050年の目標とあるべき姿を見据え、気候変動対策を意識したライフスタイ​

​ルの実践を行います​

​●​ ​「気候変動対策を意識した行動に関心を持つ人・理解する人を増やす取組」​

​として、​​市民・事業者とゼロカーボン都市の実現を目指す一環として、気候​

​変動の現状や私たちにできる行動を市ホームページや様々なメディアで分か​

​りやすく発信し、​​主体的な行動を促します。​

​●​ ​「気候変動対策を意識した行動をリードする人・広げる人を増やす取組」と​

​して、ワークショップや出前講座といった対話や教育の機会を創出します。​

​市民・事業者によるライフスタイルの変革​

​➢​​2050年の目標とあるべき姿を見据え、気候変動対策を意識したライフスタイ​

​ルの実践を行います​

​●​ ​【新規】​​「気候変動対策を意識した行動に関心を持つ人・理解する人を増や​

​す取組」として、​​エネルギー供給リスクやコスト上昇といった課題も踏ま​

​え、気候変動の現状や私たちにできる行動を関心度やライフスタイルの違い​

​といった多様な層に応じ、かつ、時流に即した手法も活用しながら分かりや​

​すく発信し、市民・事業者の理解を深め、​​主体的な行動を促します。​

​（統合）​

​庁内意見​
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​この機会を若い世代をはじめとする幅広い世代に提供することで、気候変動​

​対策を意識した行動をリードする人材を育成します。​

​（新規追加）​

​●​ ​【新規】脱炭素経営等の視点も含む、SDGs経営に取り組む企業の登録・認証​

​制度や相談窓口の運営を行います。​

​（新規追加）​

​➢​​持続可能な未来に向けた人材となることを目指します​

​●​ ​ワークショップや出前講座など、市民・事業者が脱炭素社会に向けたライフ​

​スタイルのあり方について考え・対話する機会を創出します。特に、​​気候変​

​動問題に関心の高い学生など​​若い​​人材の育成​​に力点を置き、​​その人材が中心​

​となって若い世代を幅広く巻き込んだ行動・実践へとつながる流れをつくっ​

​ていきます。また、先導的な取組を進めようとする市民・事業者が活動でき​

​る場の提供やネットワークづくりなどを支援します。​

​➢​​脱炭素経営を行います​

​●​ ​【新規】中小製造業の省エネ・脱炭素化を促進するため、省エネ・脱炭素化​

​のモデルとなる取組への補助を行います。​

​●​ ​【新規】脱炭素社会の実現に向けた取組を札幌市内で行う事業者向けの相談​

​や問い合わせに対応する窓口を運営します。​

​（移動）​

​事業者による技術革新​

​➢​​技術革新に取り組みます​

​●​ ​【新規】環境配慮型商品等の開発を行う食関連事業者を支援します。​

​●​ ​【新規】環境の保全に関する活動の総合的な拠点施設である環境プラザにお​

​いて、市民や事業者の活動を支援し、行動を促します。​

​（移動）​

​●​ ​【新規】事業者と連携した脱炭素行動に向けた情報発信により、市民の行動​

​変容を促進します。​

​➢​​持続可能な未来に向けた人材となることを目指します​

​●​ ​「気候変動対策を意識した行動をリードする人・広げる人を増やす取組」と​

​して、​​ワークショップや出前講座など、市民・事業者が脱炭素社会に向けた​

​ライフスタイルのあり方について考え・対話する機会を創出します。特に、​

​若い世代​​への機会提供​​に力点を置き、​​持続可能な社会の実現に向けて、気候​

​変動対策を意識した行動をリードする人材の育成を図ります​​。​

​➢​​脱炭素経営を行います​

​（削除）​

​（削除）​

​●​ ​【新規】SDGs経営に取り組む企業の登録制度や認証企業の事例紹介などを通​

​じ、SDGsの普及に努めます。​

​事業者による技術革新​

​➢​​技術革新に取り組みます​

​（削除）​
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​61​ ​68​ ​6-5-5 ［行動］ラ​

​イフスタイルの変​

​革・技術革新​

​庁内意見​
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​62​ ​69​ ​6-6-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策　　　​

​【目標削減量】​

​216万t-CO2​

​庁内意見​

​63​ ​70​ ​6-6-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​庁内意見​
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​64​ ​70​ ​6-6-3 ［移動］移​

​動の脱炭素化​

​庁内意見​

​65​ ​70​ ​6-6-4 ［資源］資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​庁内意見​
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​66​ ​（新規追加）​ ​庁内意見​

​67​ ​72​ ​7-1 2030年度の目​

​標​

​　2030年度の目標排出量は、2010年度排出量（52.7万t-CO2)から約45％削減し​

​た29.2万t-CO2とし、これを基準年度である2013年度排出量(78.4万t-CO2)対比​

​に換算すると、目標削減量は63％となります。​

​　2030年度の目標排出量は​​、IPCC「1.5℃特別報告書」で示された削減水準を​

​踏まえ、​​2010年度排出量（52.7万t-CO2)から約45％削減した29.2万t-CO2と​

​し、これを基準年度である2013年度排出量(78.4万t-CO2)対比に換算すると、​

​目標削減量は63％となります。​

​庁内意見​

​68​ ​73​ ​7-2 2050年の目標​

​を見据えたマイル​

​ストーン​

​　​​本計画では、IPCC「1.5℃特別報告書」を踏まえて2030年度の目標を設定し​

​ましたが、「IPCC第6次統合報告書」では、気温上昇を1.5℃に抑えるために​

​は、世界の温室効果ガス排出量を2019年度比で、2035年度までに約60％、2040​

​年度までに約69％削減することが必要とされています。​

​　本計画の計画最終年度は2030年度ですが、本市の最終目標は2050年ゼロカー​

​ボンの達成​​であり、本計画が終了した後も​​継続して脱炭素化に取り組む必要が​

​あることから、本計画では、「IPCC第６次統合報告書」を踏まえて、2035年度​

​　本計画の計画最終年は2030年度ですが、本市の最終目標​​である​​2050ゼロカー​

​ボンの達成​​に向け、市役所自らも​​継続して脱炭素化に取り組む必要がありま​

​す。​

​庁内意見​
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​と2040年度の目標を以下のとおり設定し、進めていく必要があります。​ ​　​​このため、前節「6-2　2050年の目標を見据えたマイルストーン」で示し​

​た、「1.5℃目標」と整合する国の新たなNDCや、2040年度の目標「73％削減」​

​を踏まえ、本市有施設における2040年度目標を以下のとおり設定します。​
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​69​ ​74​ ​7-3 施策ごとの​

​2030年度目標（総​

​括）​

​庁内意見​
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​70​ ​75​ ​7-4 2030年度目標​

​の達成に向けた基​

​本方針と主な取組​

​（新規追加）​ ​庁内意見​

​71​ ​76​ ​7-4-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策​

​主な取組​

​（新規追加）​

​➢​​市有施設・設備の省エネ化を進めます​

​●​ ​【強化】照明​​や街路灯のLED化、二酸化炭素排出量の少ない電気やガスなど​

​を使用する省エネ機器への転換について、施設個々の改修等工事に伴う更新​

​のほかリースによる導入を検討するなど、一層の促進を図ります。​

​●​ ​【新規】札幌市下水道脱炭素構想」に基づき、設備の改築にあわせた最新の​

​省エネ設備の導入を進めるとともに、​​維持管理​​における効率的な運転を継続​

​して行います。​

​●​ ​【新規】建物での水素エネルギーの利用に関する先行的な取組として、市有​

​施設への水素利用機器の導入の検討を進めます。検討にあたっては水素の供​

​主な取組​

​➢​​EMSにおけるPDCAの適切な運用に努めます。​

​●​ ​【強化】EMSの活用により、市役所全体のエネルギー使用量を一元管理する​

​とともに、各施設の特性を分析・把握し、行動変容を促す取り組みのほか、​

​個々の施設に応じた省エネルギー施策の検討を推進します。​

​➢​​市有施設・設備の省エネ化を進めます​

​●​ ​【強化】照明​​のLED化については、一定条件に適合するものは、改修にかか​

​る経費を光熱水費の削減分で賄う「ESCO事業」により実施します。それ以外​

​の照明・街路灯のLED化や、低炭素な電気・ガス等を用いる省エネ機器への​

​転換については、各施設の特性を考慮し、改修工事等の機会を捉えて一層の​

​促進を図ります。​

​●​ ​【新規】「札幌市下水道脱炭素構想」に基づき、設備の改築にあわせた最新​

​の省エネ設備の導入を進めるとともに、​​下水処理​​における効率的な運転を継​

​続して行います。​

​（削除）​

​庁内意見​
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​給体制や施設の立地条件、用途に加え、非常時におけるエネルギー供給継続​

​の必要性等を考慮して進めるとともに、取組の民間施設への波及を図りま​

​す。​

​72​ ​76​ ​7-4-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策​

​庁内意見​

​73​ ​77​ ​7-4-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​➢​​市有施設でごみ焼却・水力エネルギー・下水エネルギーを活用します​

​●​ ​【強化】​​水力発電の導入や、民間事業者による配水池へのマイクロ​​水力発​

​電の導入を検討します。​

​●​ ​【強化】「札幌市下水道脱炭素構想」に基づき、下水汚泥の処理過程で発​

​生する​​廃熱や未利用空間などの​​エネルギー​​・資源​​の活用を進めます。​

​➢​​市有施設への再エネ電力の導入を進めます​

​●​ ​【強化】小売電気事業者の再エネ100％電力メニューの活用により、市有​

​施設での再エネ100％電力の導入を進めていきます。​

​➢​​市有施設でごみ焼却・水力エネルギー・下水エネルギーを活用します​

​●​ ​【再掲】​​【強化】​​清田配水池への​​水力発電の導入を検討します。​

​●​ ​【強化】「札幌市下水道脱炭素構想」に基づき、下水汚泥の処理過程で発​

​生するエネルギーの活用を進めます。​

​➢​​市有施設への再エネ電力の導入を進めます​

​（削除）​

​庁内意見​
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​74​ ​78​ ​7-4-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​審議会意見​

​庁内意見​

​75​ ​79​ ​［移動］移動の脱​

​炭素化​

​庁内意見​
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​76​ ​審議会意見​

​庁内意見​

​77​ ​80​ ​7-4-4 ［資源】資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​➢​​環境マネジメントに取り組みます​

​●​ ​「札幌市環境マネジメントシステム（EMS）」の運用により、​​ペーパーレ​

​スの推進​​など​​を継続的に実施し​​、市役所内の廃棄物の発生・排出を抑制し​

​ます。​

​➢​​環境マネジメントに取り組みます​

​●​ ​行政サービスの手続等のオンライン化を通じ、​​ペーパーレスの推進を継続​

​的に実施します。​

​庁内意見​
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​78​ ​80​ ​7-4-4 ［資源】資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​（削除）​ ​庁内意見​

​79​ ​80​ ​［行動］ライフス​

​タイルの変革・技​

​術革新​

​➢​​環境マネジメントに取り組みます​

​●​ ​【新規】「札幌市下水道脱炭素構想」に基づ​​き、下水道の持つ資源を雪処​

​理施設などの他分野に供給することで、他分野の脱炭素化に一層貢献する​

​とともに、他分野から資源やエネルギーを受け入れ、活用を進めます。ま​

​た、市民・企業・学術機関との連携により、普及啓発活動や新技術の導入​

​等を行うことで、温室効果ガスの削減につなげます。​

​●​ ​【新規】「札幌市水道局職員育成における方針」に基づき、施設の大規模​

​更新や脱炭素などの様々な課題に対応していくため、グローバルな視野や​

​課題解決力、指導力、コミュニケーション力などを備えた職員を育成して​

​いきます。​

​➢​​環境マネジメントに取り組みます​

​●​ ​EMSの活用を通じて行動変容を促す取り組みを行うほか、​​「札幌市下水道脱​

​炭素構想」に基づ​​く他分野との資源・エネルギー相互活用の推進など、各​

​部局の特性に応じた温室効果ガスの削減策を進めます。​

​（削除）​

​庁内意見​

​80​ ​80​ ​7-4-5 ［行動］ラ​

​イフスタイルの変​

​革・技術革新​

​（削除）​ ​庁内意見​
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​81​ ​81​ ​7-5-1 ［省エネ］​

​徹底した省エネル​

​ギー対策​

​庁内意見​

​82​ ​81​ ​7-5-2 ［再エネ］​

​再生可能エネル​

​ギーの導入拡大​

​庁内意見​

​83​ ​81​ ​7-5-3 ［移動］移​

​動の脱炭素化​

​庁内意見​

​84​ ​81​ ​7-5-4 [資源］資​

​源循環・吸収源対​

​策​

​庁内意見​

​85​ ​83​ ​8-2 適応策に取り​

​組む分野​

​表 8-1　６つの分野と考えられる本市への影響​

​産業・経済活動・都市生活：停電、​​観光・イベント、​​除排雪​

​表 8-1　６つの分野と考えられる本市への影響​

​産業・経済活動・都市生活：停電、除排雪​

​庁内意見​

​86​ ​84​ ​8-3-1 自然災害​ ​土砂災害対策​

​●​ ​土砂災害ハザードマップの提供など、市民・事業者の備えを支援するための​

​情報提供を行います。​

​土砂災害対策​

​●​ ​札幌市防災アプリ「そなえ」や​​土砂災害ハザードマップの提供など、市民・​

​事業者の備えを支援するための情報提供を行います。​

​庁内意見​
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​87​ ​84​ ​8-3-1 自然災害​ ​（削除）​ ​庁内意見​

​88​ ​85​ ​8-3-2 産業・経済​

​活動・都市生活​

​《本市で起こり得る影響》​

​観光・イベント​

​●​ ​大雨や強い台風、降雪量の減少などによる屋外の観光・イベントへの影響​

​《本市で起こり得る影響》​

​（削除）​

​庁内意見​

​89​ ​85​ ​8-3-2 産業・経済​

​活動・都市生活​

​基本方針​

​　自然災害発生時の電源確保や除排雪体制の確保を図​​るとともに、自然災害発​

​生時の電源確保や除排雪体制の確保を図るとともに、気候変動が産業・経済活​

​動に与える影響について科学的知見の集積を図​​ります。​

​基本方針​

​　自然災害発生時の電源確保や除排雪体制の確保を図ります。​

​庁内意見​

​90​ ​86​ ​8-3-2 産業・経済​

​活動・都市生活​

​主な取組​

​関係部局【​​経済観光局、​​環境局、建設局、下水道河川局、都市局】​

​停電発生時の電源確保・エネルギー対策​

​●​ ​【強化】​​都心エネルギーマスタープラン・アクションプラン​​に基づき、自​

​立分散型電源の整備誘導に加え、災害時のエネルギー供給や施設運用に関​

​するルール作りなど、ハード・ソフト両面での防災体制づくりを官民連携​

​により実施します。​

​産業・経済活動への影響に対する影響に関する科学的知見の集積​

​●​ ​産業・経済活動に対する気候変動の影響について、科学的知見の集積を図​

​ります。​

​主な取組​

​関係部局【環境局、建設局、下水道河川局、都市局】​

​停電発生時の電源確保・エネルギー対策​

​●​ ​【強化】​​第３次まちづくり計画​​に基づき、自立分散型電源の整備誘導に加​

​え、災害時のエネルギー供給や施設運用に関するルール作りなど、ハー​

​ド・ソフト両面での防災体制づくりを官民連携により実施します。​

​（削除）​

​庁内意見​
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​91​ ​86​ ​8-3-2 産業・経済​

​活動・都市生活​

​審議会意見​

​庁内意見​

​92​ ​87​ ​8-3-3 健康​ ​主な取組​

​熱中症対策​

​●​ ​【新規】​​熱中症の危険度が高まる場合に注意喚起をする​​ほか、指定暑熱避​

​難施設（クーリングシェルター）を指定・供用します。​

​●​ ​【新規】市立学校・幼稚園に冷房設備の整備を進め​​るほか、高齢者施設へ​

​の冷房設備の導入を促進します​​。​

​主な取組​

​熱中症対策​

​●​ ​【新規】​​環境省が発表するアラートに加え、独自の基準による「札幌版熱​

​中症特別警戒アラート」の発表等を行う​​ほか、指定暑熱避難施設（クーリ​

​ングシェルター）を指定・供用します。​

​●​ ​【新規】市立学校・幼稚園​​等​​に冷房設備の整備を進め​​ます​​。​

​庁内意見​
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​93​ ​88​ ​8-3-3 健康​ ​庁内意見​

​94​ ​89​ ​8-3-4 水環境・水​

​資源​

​主な取組​

​水源対策​

​●​ ​豊平川上流域における通常時の水質悪化の要因を取り除くとともに、事​

​故・災害発生時においても良質な河川水を確保するため、豊平川水道水源​

​水質保全事業74を実施しています。​

​（削除）​

​庁内意見​
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​（削除）​
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​95​ ​91​ ​8-3-5 自然生態系​ ​審議会意見​

​96​ ​92​ ​8-3-6 農業​ ​基本方針​

​●​ ​農産物の安定した供給のため、温暖化に対応した栽培技術等の情報提供や農​

​業生産基盤の整備に対する支援のほか、家畜伝染病に関する​​検査・普及啓発​

​等を実施します。​

​基本方針​

​●​ ​農産物の安定した供給のため、温暖化に対応した栽培技術等の情報提供や農​

​業生産基盤の整備に対する支援のほか、家畜伝染病に関する​​予防・防疫​​等を​

​実施します。​

​庁内意見​

​97​ ​94​ ​8-3-6 農業​ ​主な取組​

​農業生産基盤対策​

​●​ ​用・排水施設の新設や改良、災害防止、農地及び農業用施設の災害復旧、ビ​

​ニールハウス及び付帯施設の設置、雨よけハウスの導入など、生産基盤の整​

​備に要する経費の一部を補助します。​

​主な取組​

​農業生産基盤対策​

​●​ ​用・排水施設の整備、ビニールハウス及び付帯施設の導入、農業用機械の購​

​入など、生産基盤の整備に要する経費の一部を補助します。また、大雨災害​

​などによる被災の復旧には、国の災害復旧事業などを活用した支援を行いま​

​す。​

​庁内意見​
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​家畜対策​

​●​ ​関係機関と連携し、​​家畜伝染病予防法に基づく検査のほか、発生予防巡回​

​指導等の立会・連絡調整を行い、各種伝染病の感染状況等を把握するとと​

​もに、防疫に関する普及啓発を実施します。​

​家畜​​防疫​​対策​

​●​ ​関係機関と連携し、​​畜産農家への衛生指導による家畜伝染病の発生予防を​

​徹底するとともに、実効性の高い防疫体制の整備・継続を図ります。​

​98​ ​93​ ​8-3-6 農業​ ​（追加）​ ​審議会意見​

​48​



​番号​ ​ページ​ ​節​ ​第２回会議資料（2025年９月３日時点）​ ​第４回会議資料（2026年10月27日時点）​ ​意見​

​99​ ​94​ ​8-3-6 農業​ ​審議会意見​

​庁内意見​

​100​ ​94​ ​8-4 気候変動への​

​適応策に関する指​

​標​

​　気候変動への適応策の​​中でも、特に災害対策やその強化に係るものとして、​

​次​​のとおり指標を設定します。​

​　気候変動への適応策の​​うち、市有施設におけるレジリエンス強化に寄与し、​

​緩和策との一体的な推進を図る取組として、以下​​のとおり指標を設定します。​

​庁内意見​

​101​ ​96​ ​9-3 計画の見直し​ ​　社会経済情勢、国の気候変動対策やエネルギー政策の動向、本市の気候変動​

​対策の進捗などを踏まえ、おおむね５年を目途に計画の見直しの必要性につい​

​て検討を行います。​

​（削除）​ ​庁内意見​
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